
北海道の創生を目指す

－「地方創生」の第二段階へー
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資料１
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住民基本台帳転入超過数（三大都市圏・他道県合計）
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東京圏への転入超過①

資料出所：総務省統計局住民基本台帳人口移動報告（2010年―2015年）

東京圏 （東京都神奈川県埼玉県千葉県合計）
名古屋圏（愛知県岐阜県三重県合計）
大阪圏 （大阪府兵庫県京都府奈良県合計）
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○ 東日本大震災後に東京圏への転入超過数は減少したが、2013年は震災前の水準を上回っており、
その後も東京圏への転入は拡大している。
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東京圏への転入超過②

※東京圏：東京、神奈川、埼玉、千葉各都県の合計。

資料出所：総務省統計局住民基本台帳人口移動報告（2010年―2015年）
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○ 東京圏への転入超過数の大半は20～24歳、15～19歳が占めており、大卒後就職時、大学進学時
の転入が考えられる。

2014年 2015年
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東京圏への転入超過数 市町村別内訳と累積割合（2015年）

4資料：住民基本台帳の人口移動のデータに基づき、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局において作成。
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北海道都市部の人口の社会増減（中心市のダム機能）
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まち・ひと・しごと創生総合戦略（2015～2019年度）

２０１４年度 ２０１５年度 ２０１６年度 ２０１７
年度

２０１８
年度

２０１９
年度

取組の準備 戦略策定と政

策深化

地方創生の本格
展開

◆まち・ひと・
しごと創生
法の成立

◆国の総合
戦略策定

◆地方版総合
戦略の策定

◆国の総合戦
略改訂

◆地方創生事業
の実施

◆「基本方針
2016」の策定

◆総合戦略改訂
（2016年末）

地方創生の本格展開
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7

「人」を呼び
込む

ローカルイノベーション

ローカルブランディング

ローカルサービス生産性向上

人
材
の
還
流

「人」を産み、
育てる

「生涯活躍のまち」構想の推進

企業・政府関係機関の地方移転

地方移住者の相談支援

地域のしごと
創生

若年世代の経済的安定

妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援

地域の実情に応じた「働き方」の改革

積
極
戦
略

調
整
戦
略 「小さな拠点」形成と集落生活圏維持

都市のコンパクト化・ネットワーク形成

地域間の連携（連携中枢都市圏）地域連携・ま
ちづくり・集落
圏維持

結婚・子育て
の希望実現

地域への
ひとの流れ

「人」を支え
る

地方創生における各分野の施策

人口の社会増

人口の自然増



8

人の流出を防ぎ、東京圏か

ら人を呼び込む



○東京圏在住の地方出身学生の地方還流や地元在住学生の地方定着を促進するため、地方創生の
交付金等を活用し、地元企業でのインターンシップの実施等を支援する取組を産官学で推進す
る。

地方創生インターンシップ

産官学連携により地域で
インターンシップを推進する組織（※）

※自治体、経済団体、大学等で構成

東京圏・地元の大学

○希望学生の確保
（○単位認定）
○自治体との就職支援協定に
基づく情報提供や参加への
配慮

地域働き方改革会議（※）

取組の決定
※自治体、経済団体、労働団体、労働局の代表等で構成

地元企業

○インターンシップの
場の提供

○企業の魅力発信

インターンシップ参加

事業実施
地方就職への
動機付け

地方への人材還流・
地方定着の実現

ワークライフバランスの
取れた働き方の実現

◯東京一極集中
地方から東京への人口流出は

大学進学時と就職時に集中。

○地方の人材不足
地方の企業は若者の人材確保

が困難となっている。

課題

自治体等

○地元の魅力発信

ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟへの
参加促進

○学生が参加しや
すい環境づくり

○推進組織を活用
したサポート

9

地方創生インターンシップ事業



都市のひとり親家庭や若者無業者が希望に応じて地方に住み、地域で能力開発を進め、ワークライフバランス
が確保された安定的な就労を得ることを支援。

ひとり親家庭の地方就労支援
－浜田市・ひとり親家庭受入事業

若者無業者の地方就労支援
－泉佐野市・弘前市の連携事業

ひとり親家庭の移住・就労支援と、地方の介護職員不足
解消の両方の課題解決

人材が不足している介護保険サービス事業所に対し、都市部で増
加しつつあるひとり親家庭の受入れを行い、一定期間の産業体験
を行う場合に要する経費の一部を助成。

対象者 ※次の全ての要件を満たす者

・ 浜田市外在住のひとり親家庭で、高校生以下の子と浜田市に

移住する者（65歳未満）

・ 浜田市が指定する介護保険サービス事業所で就労が可能な

者

・ 介護職場での就労が未経験（資格の有無は問わない）であり、

研修終了後も定住し続ける意思のある者

研修期間 3か月以上1年以内

主な支援内容

・ 研修手当…月額15万円以上

・ 住宅手当…家賃の1/2補助（最大２万円）

・ 養育支援…１世帯につき月額３万円（１年）

・ 本体価格０円で中古自動車を提供

・ 事業所から引っ越し等の支度金として30万円支給

・ 事業所から１年間の研修終了時に100万円支給 等

遠隔地の都市間連携による生活困窮者就労サポート

大阪周辺の就農希望の若年無業者等を泉佐野市が受け入れ、
最低限の農業技術の習得並びに地方での暮らし方を習得させた
後、担い手が不足する弘前市のリンゴ農家に場所を移して農業の
実地研修を行う。

プログラム（例）

６次産業体験コース（6次産業のいろはを学ぶ5日間）

生産（泉州野菜の生産と収穫作業を体験）

加工（漬物などの加工品を体験）

販売（大阪市内のマルシェでの販売体験）

堆肥づくり（バーグ堆肥などの土づくり体験）

地方での暮らし講座

まるかじりコース（りんご生産1週間体験）

1日目→ 異動・オリエンテーション

2～4日目→ りんご生産体験

5日目→ 堆肥づくり

6～7日目→ りんご生産体験・移動

＜泉佐野市＞

農家さんの指導のもと、泉州ブランド野菜の生産、加工、販売、
堆肥づくりまでの6次産業の技術を学ぶ。

＜弘前市＞

泉佐野で一通りの農業技術と地方での暮らし方を学び、弘前
市へ渡り、現地のりんご農家さんで農業体験。

※市の一般財源、企業の負担による実施
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地域連携等による「地方就労・自立支援事業」
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地域へのひとの流れー「生涯活躍のまち」構想
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出生率を高め、人口減少の

流れを変える



平成27（2015）年の都道府県別の出生率

資料：厚生労働省「平成27年 人口動態統計月報年計」 13

都道府県 平成27年 平成26年 平成27－26

全 国 1.46 1.42 0.04

北 海 道 1.29 1.27 0.02
青 森 1.43 1.42 0.01
岩 手 1.50 1.44 0.06
宮 城 1.31 1.30 0.01
秋 田 1.38 1.34 0.04

山 形 1.50 1.47 0.03
福 島 1.60 1.58 0.02
茨 城 1.46 1.43 0.03
栃 木 1.48 1.46 0.02
群 馬 1.47 1.44 0.03

埼 玉 1.34 1.31 0.03
千 葉 1.35 1.32 0.03
東 京 1.17 1.15 0.02
神 奈 川 1.34 1.31 0.03
新 潟 1.47 1.43 0.04

富 山 1.51 1.45 0.06
石 川 1.51 1.45 0.06
福 井 1.63 1.55 0.08
山 梨 1.46 1.43 0.03
長 野 1.58 1.54 0.04

岐 阜 1.49 1.42 0.07
静 岡 1.54 1.50 0.04
愛 知 1.49 1.46 0.03
三 重 1.51 1.45 0.06
滋 賀 1.57 1.53 0.04

京 都 1.26 1.24 0.02
大 阪 1.34 1.31 0.03
兵 庫 1.43 1.41 0.02
奈 良 1.35 1.27 0.08
和 歌 山 1.58 1.55 0.03

鳥 取 1.69 1.60 0.09
島 根 1.80 1.66 0.14
岡 山 1.49 1.49 0.00
広 島 1.57 1.55 0.02
山 口 1.61 1.54 0.07

徳 島 1.55 1.46 0.09
香 川 1.64 1.57 0.07
愛 媛 1.51 1.50 0.01
高 知 1.50 1.45 0.05
福 岡 1.48 1.46 0.02

佐 賀 1.67 1.63 0.04
長 崎 1.67 1.66 0.01
熊 本 1.68 1.64 0.04
大 分 1.60 1.57 0.03
宮 崎 1.72 1.69 0.03

鹿 児 島 1.65 1.62 0.03
沖 縄 1.94 1.86 0.08



【機密性 2情報】 

地域少子化・働き方改革について 

 

 

 

 

 

 

 

有配偶 
出生率 

保育環境の整備 

育児費用の支援 
・保育教育費 

・医療費 

住宅環境の整備 

出産知識の向上 

第２，３子育児 

負担の重さ 

未婚率・ 
初婚年齢 

結婚への意欲・ 

機会の減少 

働き方改革 
 

○雇用形態、賃金 
 
○労働環境 
・労働時間、休暇 
・通勤時間 

 
○妊娠出産育児支援 

結婚機会の増加 

出生率は、「未婚率・初婚年齢」と「有配偶出生率」によって規定される。それぞれが様々な要

因の影響を受けているが、その中で「働き方」は大きな部分を占めていると考えられる。 

出生率 

経済的・生活 

基盤の弱さ 

仕事と家庭の 

両立の困難さ 

「地域少子化対策検証プロジェクト（第１回）」資料より

14

出生率に影響を及ぼす諸要因

出産知識の向上

結婚機会の増加

保育環境の改善

育児費用の支援
・保育教育費
・医療費

住宅環境の改善



未婚率と有配偶出生率の状況（平成22(2010)年 都区部及び政令市）

未婚率：低
有配偶出生率：高

未婚率：高
有配偶出生率：高

未婚率：低
有配偶出生率：低

未婚率：高
有配偶出生率：低

資料：総務省統計局「国勢調査」（平成22年）、厚生労働省大臣官房統計情報部「人口動態統計」（平成22年）より。
※１．未婚率は、国勢調査による日本人未婚者数の日本人人口（配偶関係不詳除く）に対する割合（性別・年齢階級別）と、国勢調査から作成した国籍不詳及び年齢不詳按分後の日本人人口（性別・年齢階級別）を用いて作成。
※２．有配偶出生率は、厚生労働省「人口動態統計」（平成22年）による出生数（母の年齢計）の、国勢調査から作成した日本人女性有配偶者数（15～49歳）に対する比率。
※３．日本人女性有配偶者数は、国勢調査による日本人有配偶者数の日本人人口（配偶関係不詳除く）に対する割合（性別・年齢階級別）と、国勢調査から作成した国籍不詳及び年齢不詳按分後の日本人人口（性別・年齢階級別）を用いて作成。

※４．国籍不詳及び年齢不詳按分後の日本人人口は、性別・年齢及び年齢不詳別日本人人口に、（１＋国籍不詳人口／（日本人人口＋外国人人口））を乗じて国籍不詳按分後の日本人人口を作成（政令市の場合は、性別・年齢５歳階級及び年齢不詳別の外国人人口のデータが
公表されており、性別・年齢５歳階級及び年齢不詳別に乗じる率を作成）した後、性別・年齢不詳人口を各年齢に比例按分して作成。

「地域少子化・働き方指標」より 15



合計特殊出生率と週60時間以上働く雇用者の割合の状況

資料：合計特殊出生率は、厚生労働省「人口動態統計月報年計」（平成26年）。週60時間以上働く雇用者の割合は、総務省「就業構造基本調査」（平成24年）。

「地域少子化・働き方指標」より 16



合計特殊出生率と女性の有業率と育児をしている女性の有業率の差の状況

資料：合計特殊出生率は、厚生労働省「人口動態統計月報年計」（平成26年）。女性の有業率と有配偶女性の有業率の差（25～44）は、総務省「就業構造基本調査」（平成24年）。

「地域少子化・働き方指標」より 17
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人口密度の「希薄化」を防

ぎ、コンパクトなまちを創る
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人口密度の「希薄化」への対応

現状

〇「空き家」「空き施
設」の増大、地価の
低下（全般）

〇生活サービスの維持
が困難

新たな成長

〇コンパクト＋モビリティ
＜「密度」の経済＞
・「空き家」の流動化
・公共施設の集約
・バスなど地域交通

〇生活サービスの集約
化（買物、金融、医療
福祉）
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「空き家」の問題①

住宅数 空家数 空き家
率(%)

うち一戸
建て

腐朽・破
損なし

うち一戸
建て

２００８年

全国 5,759 755 13.1 248 576 170

大都市圏 2,787 333 11.9 74 259 52

地方圏 2,972 422 14.2 174 317 118

２０１３年

全国 6,629 820 13.5 300 607 201    

大都市圏 2,995 366 12.2 88 281 60

地方圏 3,068 454 14.8 212 326 141

単位：万戸

（資料）住宅・土地統計調査

大都市圏：東京、埼玉、千葉、神奈川、愛知、京都、大阪、兵庫
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「空き家」の問題②

（資料）ふるさと総研（１０万人アンケート）

田舎の空き家保有者の現在居住地

地方（％） 大都市（％） 全体（％）

４１．５ ５８．５ １００．０

田舎に空き家を持つ大都市居住者の処分意向 (%)

売りたい 18.2

貸したい 14.4

寄附したい 5.1

改修して売る・貸したい 11.9

借り手がつけば改修したい 6.6

売り買いする気はない 24.9

売り買い状態ではない 18.9

合計 100.0

５６．２％
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「空き家」の改修と
コンパクトシティの実現

現状

〇「空き家」情報の未整
備 空き家バンク・実施市町村２４５

登録2600件（０.２％）

〇改修インセンティブの
欠如

〇「まちづくり」の全体プ
ランの欠如

新たな成長

〇「空き家」情報の活用
・家屋情報、全国ネット
〇改修費の確保（例：北
広島市の取組）、税制改
正、マッチング

〇コンパクト・シティ構想

・改修活用（移住、保
育、
介護、民泊、オフィス）
・除却
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①地域全体の「危機感」共有

②「人材（外部も）」の活用

③「官民協働体制」の確立
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１．加速度化する減

少スピード

・時間が経つにつれ

て、加速度的に人口が

減少していく。

◎人口減少は地域ごとに10～20年の 「時差」で進行する
・人口減少は、地方から深刻化し、次第に都市部へと波及する。

◆人口減少開始地域
（第１段階）
・若者を中心に人口流出が激しい。
中心市街地の空洞化が進行。
・危機意識が低く、官民協働に課題。

◆人口急減地域（第２、３
段階）

・人口減少が著しく、地域としての存
続可能性が問われている
・危機意識は強く、地域全体で取組

３．希薄化する地域

の居住密度
・空き家・空き施設が増

加。地域の居住密度が

希薄化し、居住が分散。

２．若年層から始ま

る人材不足

・若年層から減少して

いき、その後、高齢者

も減少に転ずる。

人口減少社会の特徴
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１．地域資源の洗い出しと最大活用

・伝統技術・地場産品、農林水産資源、観光資源

２．地域連携による付加価値向上

・観光戦略、自治体間連携

３．都市部と連携した人の呼び込み

・医療福祉、子育て環境

４．地域における生活サービスの維持
・「集落生活圏」の機能、学校、地域拠点

「人口減少地域」における地方創生

地域全体の
「危機感」

「人材（外部も）」の活用

「官民協働体制」の確立
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「企業再生」と「地方創生」ーハンズオン支援

企業再生 地方創生

１．徹底した「デューデリジェン

ス」

２．不採算事業の整理とコア

事業強化

３．債権者調整とニューマネー

の投入

４．M＆A、事業提携

地
方
創
生
の
戦
略
策
定
・推
進
に
も
活
用
で
き
る

株
式
等
に
よ
る

ガ
バ
ナ
ン
ス
の
掌
握

「企
業
再
生
人
材
」の
派
遣

「地
方
創
生
人
材
」の
育
成
・確
保

官民協働体制の重要性

データ分析と目標管理

戦略的事業の推進

財政・金融支援

地域間連携

地方自治の「二元代表制」
・首長と議会の役割


